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①小中一貫教育導入の意義 ～ 手段としての小中一貫教育 ～

■ 義務教育の目的・目標の創設
・H19年 学校教育法改正において、小・中学校共通の目標として義務教育の目標規定が

新設（第21条）

■ 教育内容や学習活動の量的・質的充実

■ 発達の早期化等に係る現象

■ いわゆる「中１ギャップ」

■ 社会性育成機能の強化の必要性

■ 学校現場の課題の多様性・複雑化

文部科学省「小中一貫した教育課程の編成・実施に関する手引」では、
「小中一貫教育を構想する上で最も重要なことは、小中一貫教育はより
良い教育を実現するための「手段」であって、それ自体が「目的」では
ない」とされるとともに、小中一貫教育が求められる背景・理由として、
次の6点があげられています。

小中一貫教育を推進するためには、その背景・理由や、導入の意義（目的）な
どについて、教育委員会と学校（教職員）で認識を共有しながら進めていくこと
が不可欠ですが、次ページのような課題があります。



②小中一貫教育を推進する上での成果と課題

■ 小中の教職員間での打合わせ時間の確保

■ 小中合同の研修時間の確保

■ 児童生徒間の交流を図る際の移動手段・移動

時間の確保

■ 教職員の負担感・多忙感の解消

文部科学省「小中一貫教育等についての実態調査の結果」より、小
中一貫教育を推進する上での成果や課題として、以下の点が現場の教
職員の声としてあげられています。

町が導入をめざす施設分離型の小中一貫教育については、校地が離れた場所に
ある形態であるため、上記の課題をうまく解消しながら、小学校と中学校の教職
員が交流を密にしていくことが重要です。

■ いわゆる「中１ギャップ」が緩和された

■ 上級生が下級生の手本となろうとする意識が

高まった

■ 小中学校の教職員間で互いの良さを取り入れ

る意識が高まった

■ 小中学校の教職員間で協働して指導にあたる

意識が高まった

＜成果＞ ＜課題＞



③小中一貫教育の制度設計（小中一貫教育校の形態）

町が導入をめざす小中一貫型小学校・中学校（併設型）は、既存の小学校・中
学校の基本的な枠組みは残したまま、義務教育学校に準じた形で９年間の教育目
標を設定し、９年間の系統性を確保した教育課程を編成・実施する学校です。

※「第６回寒川町立小・中学校適正化等検討委員会資料（屋敷副委員長作成資料）」より抜粋



④小中一貫教育の導入・推進の課題

※「第６回寒川町立小・中学校適正化等検討委員会資料（屋敷副委員長作成資料）」より抜粋

小中一貫教育の導入・推進にあたっては、「導入目的の明確化」のほか、「目標
設定」や「推進の条件」をどう設定するかが重要であるため、教育委員会の各校に
対する十分なバックアップのもと、ともに体制構築等をしていくことが不可欠です。



⑤小中一貫教育の取り組み段階（例示）

※「第６回寒川町立小・中学校適正化等検討委員会資料（屋敷副委員長作成資料）」より抜粋

小中一貫教育の導入にあたっては、教育現場を担う教職員の十分な理解が不可欠であり、
将来的に渡って持続可能な取組みとなるよう、導入までの各取組段階とその内容を明確に
しながら進めていくことが重要です。（上記はあくまでも例示です）



⑥カリキュラム作成例と学年段階の区分（例示）

小中一貫教育を行う9年間を学年段階で認識の共有をしている一例

※「第６回寒川町立小・中学校適正化等検討委員会資料（屋敷副委員長作成資料）」より抜粋



⑦系統性・体系性に配慮した教育課程の例（単元別）

※「第６回寒川町立小・中学校適正化等検討委員会資料（屋敷副委員長作成資料）」より抜粋

「楽しく」「分かる」授業の実施に向け、９年間の教育課程を小・中学校間の
協力で創り上げていくことは、非常に大切な取組です。



⑧施設分離型（小学校２校・中学校１校）で小中一貫教育を推進している例

※「令和４年度 八潮市小中一貫教育推進計画「はばたきプラン」」より抜粋



⑨本町における小中一貫教育推進スケジュールのイメージ（例示）

教職員と教育委員会が連携し、ゆるやかな小中一貫教育の導入をめざす

児童・生徒の不安や悩みを軽減するためには、学習指導面や児童生徒指導面において連携・協力し

ながら、小・中学校間でのギャップを小さくすることが必要です。寒川町がめざす子ども像の実現の
ために、ともに協力しながら小中一貫教育の推進を図っていきましょう。
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＜本町における小中一貫教育推進スケジュールのイメージ＞

１年目 5年目 8年目

2023年 2027年 20３０年

小中一貫教育の準備・研究 小中一貫教育の導入（第Ⅰ期） 小中一貫教育の発展（第Ⅱ期）

現状把握及び教育課題の分析

小中一貫教育導入目的の確認・周知

先進的自治体の視察

（仮称）小中一貫教育教育推進準備委員

会での検討開始

小中一貫教育推進体制の確立

授業参観、授業研究協議会、児

童･生徒の情報交換、指導につい

ての相談、小中合同行事の乗り

入れ等

（仮称）小中一貫教育推進協議

会を設置

導入期３年目で成果･課題を検

証し発表（実践成果の共有）

９年間のめざす子ども像の共有、

教育目標及び系統性・体系性に

配慮した教育課程の検討

各小学校への乗り入れ授業、小

学校における教科担任制の実施

発展期３年目で成果･課題を検証

し発表（実践成果の共有）

注：準備期における先進的自治体の視察では、コミュニティ･スクールについても把握する。

　　また、各期の取組内容については、進捗に応じて前倒しで実施することを検討する。

＜体制づくり＞ ＜教職員の交流促進＞ ＜９年間の教育課程の作成＞


